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政
府
は
、
本
法
の
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
適
切
な
措
置
を
講
ず
べ
き
で
あ
る
。

一
、
温
泉
の
掘
削
・
採
取
に
伴
う
災
害
の
防
止
に
関
す
る
技
術
基
準
及
び
災
害
防
止
措
置
が
必
要
な
い
旨
の
確
認
基
準
に
つ
い

て
は
、
都
道
府
県
の
取
組
状
況
も
踏
ま
え
、
災
害
防
止
措
置
の
実
施
が
確
実
に
行
わ
れ
る
よ
う
的
確
な
基
準
を
速
や
か
に
策

定
す
る
こ
と
。

二
、
暫
定
対
策
が
完
了
し
て
い
な
い
施
設
が
相
当
数
あ
る
こ
と
か
ら
、
事
業
者
に
よ
る
災
害
防
止
措
置
の
円
滑
か
つ
確
実
な
実

施
を
図
る
た
め
、
可
燃
性
天
然
ガ
ス
の
危
険
性
や
取
扱
い
に
つ
い
て
周
知
徹
底
す
る
と
と
も
に
、
事
業
者
の
費
用
負
担
を
軽

減
す
る
た
め
に
必
要
な
支
援
策
を
検
討
す
る
こ
と
。

三
、
温
泉
に
対
す
る
国
民
の
信
頼
を
確
保
す
る
た
め
、
消
防
を
始
め
と
す
る
関
係
省
庁
間
及
び
都
道
府
県
と
の
緊
密
な
連
携
に

努
め
る
と
と
も
に
、
可
燃
性
天
然
ガ
ス
に
対
す
る
安
全
対
策
の
取
組
状
況
に
つ
い
て
の
事
業
者
に
よ
る
国
民
へ
の
情
報
提
供

の
促
進
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
硫
化
水
素
ガ
ス
な
ど
の
安
全
対
策
に
つ
い
て
も
万
全
を
期
す
る
こ
と
。

四
、
近
年
、
国
民
の
ニ
ー
ズ
の
変
化
を
受
け
、
特
に
都
市
部
に
お
い
て
多
く
の
大
深
度
掘
削
泉
の
開
発
が
行
わ
れ
て
い
る
こ
と

に
か
ん
が
み
、
大
深
度
掘
削
に
伴
う
可
燃
性
天
然
ガ
ス
に
よ
る
災
害
の
発
生
、
温
泉
資
源
や
周
辺
地
盤
へ
の
影
響
等
に
つ
い

て
、
速
や
か
に
調
査
・
研
究
を
行
い
、
そ
の
結
果
を
公
表
す
る
こ
と
。

五
、
温
泉
に
付
随
す
る
可
燃
性
天
然
ガ
ス
の
大
部
分
を
占
め
る
メ
タ
ン
は
、
二
酸
化
炭
素
よ
り
は
る
か
に
温
室
効
果
が
大
き
い

こ
と
か
ら
、
地
球
温
暖
化
防
止
及
び
資
源
の
有
効
利
用
の
た
め
、
分
離
し
た
メ
タ
ン
の
利
活
用
を
推
進
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


